
本庁舎の執務スペースはひっ迫しており、国の法令で定める最低基準レベルです。今後の
職員増加により下回るおそれがあります。また、余剰執務スペースがないことは、新たな
取組の開始を遅滞させるだけでなく、不可能にするリスクを抱えることになるためです。

賃料等のほか、内装工事や什器の手配、5年分の維持経費で約5億5千万円程度を想定し
ています。※１
一方で、庁舎の建替えではより高額な費用がかかります。※２
さらに、用地の確保、計画、工事など、建物の利用開始まで長い期間を要します。その
ため、民間ビルのフロアの一部を借用する方がメリットが大きいと考えています。

なぜ新たな執務スペースが必要なの？Q

民間ビルの借用にいくらかかるの？建てた方がいいのでは？Q

よ
く
あ
る
質
問
②

執務スペースがひっ迫しているため、環境改善が必要です。

敷金と5年分の賃料で約14億円を予定しています。
庁舎の建替えは、賃借より高額な費用がかかります。

※２ 直近の他自治体事例では、工事費用などとして、品川区では約685億円で入札、
江東区では概算約490億円予定、江戸川区では概算約694億円予定となっています。

※１ このほか、本庁舎の執務環境整備のために約４億２千万円程度を見込んでいます。

※本案は令和7年12月26日時点のものです。今後、変更する場合があります。
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